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１ 会社概要
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創業より82年目を迎える、
斜面防災や地盤強化などの分野を中心に
社会に貢献している建設会社です。

会社概要

歴史
 1943年（昭和18年）創業。今年で創業82年目を迎える
 秋田県鹿角市でトンネル防水工事業からスタート
 今では特殊土木分野のリーディングカンパニーに成長

当社の使命
 人々の安心できる生活のために災害に強い国土の形成に貢献すること
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当社の使命 ～難工事への挑戦～

2011年３月11日に発生した東日本大震災
に伴う福島第一原発の水素爆発事故により、
高濃度の汚染水が海洋に流出。

コンクリートの流し込み、吸水性ポリマー
の投入等の対策でも、水は止まらず。

当社に協力要請があり、現地にて調査を
実施。出水元をつきとめ、薬液注入工を実
施。汚染水の流出を止めた。

福島第一原子力発電所 水素爆発事故

出典：朝日新聞社HPより
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当社の使命 ～難工事への挑戦～

2012年12月2日に山梨県笹子トンネルの
天井板が130ｍ区間にわたって崩落し、９
名が死亡する事故が発生した。

当社は、発注者・元請からの依頼を受け、
トンネル背面の薬液充填工を提案し施工。

早期開通要請に応えるため、多くの人員を
投入し、昼夜作業で施工にあたり、早期開
通に寄与した。

笹子トンネル 天井板崩落事故

出典：朝日新聞社HPより
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事業概要

海外事業建築事業

環境修復 補修・補強

斜面・法面
対策

基礎
地盤改良

事業
構成

国土に関する様々なフィールドで安全と安心を提供しています

環境修復事業：土壌汚染対策 補修・補強事業：橋脚補強工事

建築事業：マンション建築 海外事業：地盤補強工事
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事業ポートフォリオ

6

斜面・法面対策
28.9%

土木
80.0%

建築
14.0%

基礎・地盤改良
42.7%

補修・補強
7.3%

環境修復
2.2%

その他
1.3%

一般土木
3.5%

建築
14.0%

特殊土木が
７割

2024年3月期売上高構成比



当社の主力事業 ～斜面・のり面対策事業～

復旧・復興 予防保全

土砂災害（地すべり・がけ崩れ）の復旧復興・予防保全
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当社の主力事業 ～斜面・のり面対策事業～

施工事例：御茶ノ水駅付近 耐震補強工事

山間部だけでなく都市部でも斜面崩壊の危険性が潜んでいる
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当社の主力事業 ～基礎・地盤改良事業～

軟弱地盤の強化（液状化対策、耐震補強等）
液状化対策 耐震補強
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当社の主力事業 ～基礎・地盤改良事業～

液状化対策の実施により被災の防止に貢献

10出典：Ace 建設業界 2011.10



当社の主力事業 ～基礎・地盤改良事業～

様々なフィールドで社会インフラの整備に貢献

ビ ル
鉄 道

空港・港湾

タンク基礎

河 川

道 路
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当社の強み ～特殊土木で国内シェア1位～

斜面対策部門

斜面対策部門 国内シェア1位
地盤改良部門 国内シェア1位

地盤改良部門

出典：日経ＢＰ『日経コンストラクション』
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当社の強み ～高い技術提案力～

保有工法数 160工法以上 保有特許件数 176件

豊富な工法と特許の取得により、高い技術提案力を実現
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当社の強み ～機械開発力～

施工条件に応じた機械の開発により、競合他社との差別化を実現
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2 今後の市場環境
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外部環境 ～多発する自然災害～

2016年 熊本地震2014年 広島市豪雨災害2011年 東日本大震災

2019年 台風15号・19号2018年 北海道胆振東部地震
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2024年 能登半島地震



外部環境 ～多発する自然災害～

 国土面積37万㎢の国土の約70％が山地
 平野部は比較的新しく軟弱な地盤
 人口の約50％が全国土の約14％を占める平野部に集中
 ４つのプレートが重なり合い、交差することでM6以上の地震が

頻繁に発生（全世界の20％）
 環太平洋火山地帯上にあり、世界で第4位の活火山数

 世界平均の約２倍にあたる年間平均降水量（世界第4位）
 短時間豪雨の発生回数と降雨量がともに増加
 年間平均12個の台風が接近し、そのうち約3個が上陸
 豪雪、梅雨、秋雨、竜巻、高潮などの極端な気象現象発生

地理面

気象面

我が国は、地形、地質、気象等の面で極めて厳しい条件下にある
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近年の日本国内における主な自然災害発生件数

外部環境 ～災害大国ニッポン～

その結果・・・日本は世界でも稀な自然災害多発国
① およそ２ヶ月に１回は大きな災害が発生
② 過去10年間で時間50㎜以上の降雨回数が増加

出典：内閣府防災白書平成30年版より当社作成

(件）
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外部環境 ～斜面法面対策における市場環境～

土砂災害警戒区域は、全国に約68万箇所もある

19出典：国土交通省HP



外部環境 ～斜面法面対策における市場環境～
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土砂災害の年間発生件数は、平均1,000件を超える

出典：『今がわかる時代がわかる 日本地図 2024年版』成美堂出版



外部環境 ～基礎・地盤改良における市場環境～

持続可能な社会を実現するため、より強靭なインフラ整備が必要
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出典：国土交通省



外部環境 ～基礎・地盤改良における市場環境～

出典：国土交通省HPより、当社一部加工
出典：国土交通省HP

出典：国土交通省HP 出典：国土交通省HP

出典：JR東海HP
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基礎・地盤改良事業も、将来に渡り旺盛な需要が続く



３ 最近の業績
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業績動向 ～売上高と営業利益の推移～
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東日本大震災以降、売上高・営業利益ともに堅調に伸長



強靭な財務体質と高い収益性を両立
建設業許可業者 約465,000社
上記の内、資本金１０億円以上 約1,300社

財務指標 ～業界内比較～

出所：東洋経済(建設・土木)のうちeolデータベースよりライト工業が加工 25

1 鹿島建設 26,651 大林組 14,354 新日本建設 13.1 新日本建設 11.4 ライト工業 72.5
2 大林組 23,251 鹿島建設 13,866 ライト工業 9.5 東亜建設工業 11.4 新日本建設 67.3
3 清水建設 20,055 大成建設 11,526 東鉄工業 8.2 五洋建設 10.8 東鉄工業 65.7
4 大成建設 17,650 清水建設 9,084 矢作建設工業 7.9 矢作建設工業 10.2 松井建設 61.4
5 インフロニア・ホールディングス 7,949 インフロニア・ホールディングス 3,124 インフロニア・ホールディングス 6.2 淺沼組 10.2 福田組 58.2
6 五洋建設 6,177 戸田建設 2,882 東亜建設工業 6.0 イチケン 10.2 髙松コンストラクショングループ 54.7
7 戸田建設 5,224 西松建設 2,092 東洋建設 5.8 鹿島建設 10.2 矢作建設工業 52.8
8 三井住友建設 4,794 安藤・間 2,027 鹿島建設 5.1 ライト工業 9.4 ナカノフドー建設 50.4
9 熊谷組 4,431 五洋建設 1,825 五洋建設 4.7 東洋建設 9.4 奥村組 49.0
10 西松建設 4,016 熊谷組 1,618 安藤・間 4.7 安藤・間 9.4 東洋建設 47.6
11 安藤・間 3,941 奥村組 1,457 奥村組 4.7 インフロニア・ホールディングス 8.6 淺沼組 47.0
12 髙松コンストラクショングループ 3,126 東洋建設 1,245 西松建設 4.6 東鉄工業 7.8 日本国土開発 47.0
13 奥村組 2,881 東鉄工業 1,115 イチケン 4.2 西松建設 7.8 イチケン 47.0
14 東急建設 2,856 ライト工業 1,054 飛島建設 3.9 東急建設 7.4 安藤・間 46.0
15 東亜建設工業 2,838 東亜建設工業 1,019 髙松コンストラクショングループ 3.7 飛島建設 7.2 錢高組 45.6
16 東洋建設 1,867 新日本建設 937 大林組 3.4 髙松コンストラクショングループ 7.0 大豊建設 40.9
17 鉄建建設 1,835 髙松コンストラクショングループ 913 戸田建設 3.4 大林組 7.0 戸田建設 39.9
18 大豊建設 1,632 東急建設 755 福田組 3.2 ナカノフドー建設 6.9 鹿島建設 38.6
19 福田組 1,622 矢作建設工業 673 ナカノフドー建設 2.9 奥村組 6.9 熊谷組 38.5
20 淺沼組 1,526 三井住友建設 644 熊谷組 2.8 鉄建建設 6.2 大林組 38.2
21 東鉄工業 1,418 大豊建設 599 東急建設 2.8 三井住友建設 6.0 東急建設 37.8
22 日本国土開発 1,357 淺沼組 507 錢高組 2.7 戸田建設 4.8 大成建設 36.0
23 新日本建設 1,335 日本国土開発 456 淺沼組 2.6 熊谷組 4.8 清水建設 35.0
24 飛島建設 1,320 福田組 425 三井住友建設 1.7 大成建設 4.6 東亜建設工業 35.0
25 錢高組 1,209 鉄建建設 377 大成建設 1.5 福田組 4.3 鉄建建設 34.0
26 矢作建設工業 1,198 錢高組 286 鉄建建設 0.5 日本国土開発 4.2 飛島建設 32.3
27 ライト工業 1,173 松井建設 247 大豊建設 0.2 錢高組 3.2 五洋建設 30.6
28 ナカノフドー建設 1,074 ナカノフドー建設 236 松井建設 0.2 松井建設 2.5 西松建設 29.1
29 松井建設 969 イチケン 182 清水建設 -1.3 清水建設 2.0 インフロニア・ホールディングス 28.4
30 イチケン 963 飛島建設 - 日本国土開発 -7.0 大豊建設 -3.0 三井住友建設 17.0

時価総額（億円）
(2025/1/17時点)

ＲＯＥ(%)
（2024年3月期）

売上高（億円）
（2024年3月期）

売上高営業利益率(%)
（2024年3月期）

株主資本比率(%)
（2024年3月期）



4 成長戦略（中期経営計画）
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成長戦略 ～中期経営計画 2022-2024年度～

▍経営理念の実現とSDGｓ貢献に向けた計画策定への道標

中期経営計画

経営理念
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成長戦略 ～中期経営計画 2022-2024年度～

（1） 事業強化戦略

① 専業土木事業強化戦略
さらなる成長に向けた総合力の強化

 補修・補強分野の強化による新たな柱の創出

 ICT技術の一層の活用による生産性と品質の向上

 気候変動由来の

災害防止に貢献する技術のさらなる開発と普及

② 建築事業強化戦略
総合的対応力の強化による一層の成長

 設計からリニューアルまで

一貫した対応による品質と信頼の向上

 営業エリアの拡大に向けた経営資源の強化と体制整備

 ZEB等の環境性能に優れた高付加価値建物への適応
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成長戦略 ～中期経営計画 2022-2024年度～

③ 海外事業強化戦略
総売上高の1割事業に向けた持続的成長

 既存市場の維持・拡大と

新たな市場への参入による事業量の確保

 人的資源と物的資源の増強による組織体制の一層の強化

 新たなアライアンスの構築とローカル化のさらなる推進

④ 研究・開発強化戦略
サステナブルな成長を担う技術開発の推進

 DXのさらなる推進による業務システムの再構築

 自然環境保全技術の開発

 共創の強化と速度を高めた開発の促進
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成長戦略 ～中期経営計画 2022-2024年度～

 戦略的な資金活用とCCCの改善で適正利益と投資余力の創造

 利益の全体最適配分と持続的な成長を見据えた先行投資の実現

 新しい常態創造のためのDXの推進

会社の成長を支える強固な財務基盤の確立と人財の確保

持続的な成長を見据えた先行投資の実現

 経営資源拡大のためのM&Aの推進

 R&Dへの先行投資でイノベーティブな技術の創出

 ESG、SDGsへの投資で事業の永続と地球環境への貢献を目ざす

（２）経営・財務・投資戦略
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成長戦略 ～中期経営計画 2022-2024年度～

（３） サステナビリティ戦略
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成長戦略 ～中期経営計画 2022-2024年度～
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2021年度（連結） 2024年度（連結）目標 2024年度（連結）予想

売上高 1,０９５億円 1,200億円 1,210億円

営業利益 1３２億円 13５億円 13７億円

ROE 1１．５% 10%以上 -

配当性向 ３０．６% 35%以上 37.9%

経営数値目標



5 株主還元
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株主還元
配 当

自己株式の取得

累進配当を継続し、長期的視点のもと安定的かつ継続的な還元を目指す(1２期連続増配予定）

株主還元の充実および資本効率の向上を目的として、機動的に実施

実施のタイミングおよび金額は、株価や経営環境等を踏まえて判断

中期経営計画期間中に段階的に配当性向を高め、最終年度である2025年3月期は37.9％以上を目指す
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自己株式の取得
1,000百万円

自己株式の取得
2,077百万円

自己株式の取得
3,150百万円

61

70

自己株式の取得
2,059百万円
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